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彩の国さいたま人づくり広域連合は、

SNS で情報発信しています！

彩の国さいたま人づくり広域連合政策情報誌「Think-ing」は、県・市町村職員の政策研究成果や政策提言、

有識者の寄稿、事例紹介等を掲載することにより、県・市町村職員の政策形成能力の向上を図り、また、各

自治体の政策立案を支援することを目的として、当広域連合が発足した平成11年度から毎年発行しています。

今号も、多くの皆様から論文をお寄せいただき、ありがとうございました。

また、今号のテーマを募集した際に、様々なテーマ案をお寄せいただきました皆様にも、心より感謝申し

上げます。

本誌は、来年度も時宜を得たテーマを設定し、発行する予定です。

本誌に対する意見、感想、次号へのアイデア、掲載論文の活用例などを下記メールアドレスまで是非お寄

せください。今後の誌面づくりに反映させていただきます。

地方が主役となる分権時代の「人づくり」を目指して、埼玉県と県内市町村が設立した地方自治法

に基づく『広域連合』（特別地方公共団体）です。「人材開発事業」「人材交流事業」「人材確保事業」

を３本柱として事業を展開しています。

2020年で発足22年目を迎え、2019年度から5か年の第5次広域計画の３つの基本理念に基づき各事業

を実施しています。

①公務員に必要な能力と高い使命感を持ち、広い視野と柔軟な発想で行動できる人づくり

②時代の潮流をとらえ、未来を切り拓き成果を上げる人づくり

③多様な主体と積極的に関わり、地域とともに活動できる人づくり

１　政策管理部 政策研究担当

◆Twitter　　　アカウント名（@jinzai_seisaku）

◆ Facebook　　https://www.facebook.com/jinzai.seisaku/

２　人材開発部

◆Twitter　　　アカウント名（@sai_hitozukuri）
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彩の国さいたま人づくり広域連合 政策情報誌

彩の国さいたま人づくり広域連合は、
地方が主役となる分権時代の「人づくり」を目指して、埼玉県と県内全市町村が設立した
地方自治法に基づく「広域連合」（特別地方公共団体）です。
「人材開発事業」「人材交流事業」「人材確保事業」を３本柱として事業を展開しています。

第
21
号

彩
の
国
さ
い
た
ま
人
づ
く
り
広
域
連
合

　政
策
情
報
誌

T
h
in
k
-in
g

２
０
２
０
・
３

AIの基礎知識と今後の社会について 国立情報学研究所・
総合研究大学院大学教授 山田　誠二

地方自治体の行政経営とAI 北海道大学法学研究科・
公共政策大学院教授 宮脇　淳

AIはどこまで自治体業務に活用できるか 一般社団法人行政情報システム研究所
調査普及部長 主席研究員 狩野　英司

エビデンスに基づく政策立案の更なる推進
－EBPM×AI－

株式会社三菱総合研究所
社会 ICTソリューション本部主任研究員 川端　洋平

AI 時代に必要となる人材及び人材育成 HIRO研究所代表 廣川　聡美

地方自治体におけるAI・RPAの利用に伴う
業務の効率化への期待と課題

慶應義塾大学総合政策学部教授 新保　史生

証拠に基づく政策立案EBPMと
自治体経営のこれから

首都大学東京法学部教授 大杉　覚

特集

特別寄稿

政策形成のトレンド紹介
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ＡＩ×自治体－ＡＩ活用で切り開く新時代
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